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札幌市認可保育所等における事故防止推進事業補助金交付要綱 

 

(平成３０年９月１１日 子ども未来局長決裁) 

(令和元年７月１日 子ども未来局長決裁) 

(令和３年３月２日 子ども未来局長決裁) 

(令和３年 12 月 14 日 子ども未来局長決裁) 

(令和５年 11 月 20 日 子ども未来局長決裁) 

 

(趣 旨) 

第１条  この要綱は、札幌市内の私立認可保育所、幼保連携型認定こども園、保育所型認定こど

も園及び地域型保育事業所(居宅訪問型保育事業所を除く。)において、安全かつ安心な保育環

境を確保するため、保育における事故防止のための備品購入に対する補助金(以下「補助金」

という。)について、必要な事項を定める。 

(定  義) 

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 認可保育所 児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。)第 35 条第４項

の認可を受け、現に法第 24 条第１項に規定する保育を必要とする児童の保育を実施してい

る保育所をいう。 

(2) 幼保連携型認定こども園 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律(平成 18年法律第 77号。以下「認定こども園法」という。)第２条第７項の

認定を受け、満３歳以上の子どもに対する教育及び保育を必要とする子どもに対する保育

を行う施設をいう。 

(3) 保育所型認定こども園 法第 39 条第１項に規定する施設であり、かつ、認定こども園法

第３条第１項の認定を受けている施設をいう。 

(4) 地域型保育事業所 子ども・子育て支援法第７条第５項に規定する地域型保育事業（居

宅訪問型保育事業を除く。）であって、法第 34 条の 15 第２項の規定により、札幌市長（以

下「市長」という。）の認可を受けた事業所をいう。 

(5) 保育所等 同項前４号までに掲げる施設をいう。 

(6) 補助事業者 前号に掲げる保育所等のうち、本要綱に基づく補助金の交付決定または交

付を受けた者をいう。 

(対象経費) 

第３条 補助金の対象となる経費は、本事業を実施するために必要な備品等の購入費、リース料、

導入費用とする。 

(補助対象事業の要件等) 

第４条 補助金は、別に定める日までに導入、支払いを完了する事業を対象として交付するもの

とする。 

２ 過去に当該補助金を交付された補助事業者は対象外とする。 

３ 補助対象事業は次の各号に掲げる条件を満たすこと。 

 (1) 対象児童が０～２歳であること。ただし、３歳以上の児童であっても、当該児童の発
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育状況等により、本事業対象備品を使用する必要があると市長が認める場合はこの限り

でない。 

(2) 購入する機器が使用対象となる児童に対して１つであり、また、購入数が児童の数以下

であること。 

(3) 購入する備品が、前号に定める対象児童の睡眠中の事故を防止するために、睡眠中の児

童の体動や体の向きを検知するなどの機能を持つものか、その他これらと同等の機能を持

つものであり、次に掲げるいずれかの条件に該当すること。 

ア 販売会社が、医薬品医療機器等法に基づく医療機器の製造販売の承認等がなされてい

ること。 

イ 当該備品が、過去に保育所等での導入実績があること。 

(4) 備品を導入した場合においても、「教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時

の対応のためのガイドライン」に基づき、安全な保育環境の確保に努めること。 

４ 地域型保育事業所について、札幌市家庭的保育事業等指導監査実施要綱（平成 28 年６月

１日子ども未来局長決裁）第１４条にて監査結果等を公表する対象になっており、補助金

の募集開始時点で、当初市が定めた期限を超えて監査結果に対する改善が確認できていな

い場合は対象としない。 

５ 認可保育所、幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こど

も園について、札幌市社会福祉法人・施設指導監査要綱（平成９年４月１日民生局長決裁）

９（1）において、監査結果等を公表する対象になっており、補助金の募集開始時点で、当

初市が定めた期限を超えて監査結果に対する改善が確認できていない場合は対象としな

い。 

 

(補助金額の算定) 

第５条  補助金の額は、１施設当たり 500,000 円を限度とし、対象経費の実支出額と、総事業費

から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に４分の３を乗じた額を

上限とし、予算の範囲内で市長が定めるものとする。なお、1,000 円未満の金額については、

これを切り捨てる。 

(事業実施計画書の提出) 

第６条 補助金を活用した事業を実施しようとする保育所等は、別に定める日までに、札幌市認

可保育所等における事故防止推進事業実施計画書(別紙様式１。以下「事業実施計画書」とい

う。)を、次に掲げる書類を添えて市長に提出し、承認を受けなければならない。 

(1) メーカー及び品名等の記載がある備品の見積書及び内訳明細書 

(2) その他市長が別に定める書類 

(事業実施計画の承認) 

第７条 市長は、前条に定める事業実施計画書の提出を受けたときは、その承認を行い、札幌市

認可保育所等における事故防止推進事業実施計画承認通知書によりその旨を通知する。 

(事業計画の変更申請) 

第８条 前条の規定により、事業計画の承認を受けた者が、第６条に係る事業の内容を変更する

場合には、軽微な変更を除き、札幌市認可保育所等における事故防止推進事業実施計画変更承

認申請書(別紙様式２。以下「変更承認申請書」という。)により、変更申請を行わなければな
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らない。 

(事業計画の変更決定) 

第９条  市長は、前条に定める変更承認申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、適

当であると認めたときは、札幌市認可保育所等における事故防止推進事業実施計画変更承認通

知書により、申請者へ通知することとする。 

(事業計画の中止又は廃止) 

第 10 条 第７条の規定により、事業計画の承認を受けた者が、当該事業を中止又は廃止しよう

とするときは、札幌市認可保育所等における事故防止推進事業実施計画中止・廃止承認申請書

(別紙様式３。以下「中止・廃止承認申請書」という。)により申請を行わなければならない。 

(事業計画の中止又は廃止決定) 

第 11 条 市長は、前条に定める中止・廃止承認申請書の提出を受けたときは、札幌市認可保育

所等における事故防止推進実施計画中止・廃止承認通知書により、事業計画の中止又は廃止の

決定を申請者へ通知することとする。 

(補助金の交付申請) 

第 12 条 保育所等は、この要綱に基づく補助金の交付を受けようとするときは、備品の納品後、

保育所等が販売事業者に費用を支払った日の属する月の翌月末日(支払った日の属する月が３

月の場合は、３月末。)までに、札幌市認可保育所等における事故防止推進事業補助金交付申

請書(別紙様式４。以下「補助金交付申請書」という。)に次に定める書類を添えて、市長に提

出するものとする。 

(1) 対象経費の領収書又は販売事業者に対し対象経費の振込を行ったことを金融機関が証明

した書類(以下「領収書等」という。) 

(2) 購入した備品のメーカー及び品名等の記載がある納品書 

(3) その他市長が別に定める書類 

２ 前項に定める領収書等については、次の事項が記載されていること。なお、領収書等に訂正

のある場合、販売事業者の訂正印のないものは無効である。 

(1) 販売事業者の名称 

(2) 支払者名 

(3) 領収額 

(4) 領収額の内訳 

(5) 領収日 

(6) 領収印 

(補助金の交付決定) 

第 13 条 市長は、前条に定める補助金交付申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、

補助することが適当であると認めるときは、補助金額を決定し、札幌市認可保育所等における

事故防止推進事業補助金交付決定通知書により通知するものとする。 

(補助金の交付) 

第 14 条 市長は、前条による補助金額の決定後、速やかに補助金を交付する。 

(補助金の交付決定の取消し) 

第 15 条 市長は、補助事業者が、次の各号の一に該当するときは、補助金の交付決定の全部又

は一部を取消すことができる。 



- 4 - 

(1) 補助条件に違反したとき 

(2) 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき 

(3) 法令又はこれに基づく処分に違反したとき 

(4) その他市長が補助することを不適当と認めたとき 

２ 前項の規定は、前条に定める補助金額の確定があった後においても適用があるものとする。 

３ 市長は、第 1項の規定による取消しを行ったときは、理由を付してその旨を当該申請者に通

知するものとする。 

(補助金の返還) 

第 16 条 市長は、補助金の交付決定を取消した場合において、当該取消しにかかる部分に関し、

すでに補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じなければならない。 

(維持管理) 

第 17 条 備品が納品された日から少なくとも５年間は、当該備品を適切に維持管理しなければ

ならない。 

 

 附  則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成 30 年９月 11 日から施行する。 

２ この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 

３ この要綱は、令和３年３月２日から施行する。 

４ この要綱は、令和３年 12 月 14 日から施行する。 

５ この要綱は、令和５年 11 月 20 日から施行する。 


